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1.  平成24年12月期第1四半期の連結業績（平成24年1月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年12月期第1四半期 267 △86.0 35 ― 23 ― 22 ―

23年12月期第1四半期 1,913 5.2 △116 ― △129 ― △171 ―

（注）包括利益 24年12月期第1四半期 22百万円 （―％） 23年12月期第1四半期 △171百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純

利益
円 銭 円 銭

24年12月期第1四半期 232.36 ―

23年12月期第1四半期 △2,783.70 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年12月期第1四半期 2,094 64 3.1 671.94
23年12月期 2,166 41 1.9 439.07

（参考） 自己資本   24年12月期第1四半期  64百万円 23年12月期  41百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
24年12月期 ―

24年12月期（予想） 0.00 ― 0.00 0.00

3.  平成24年12月期の連結業績予想（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 504 △76.5 34 ― 3 ― 2 ― 20.93
通期 1,565 △63.3 91 ― 34 ― 32 ― 334.90



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外でありますが、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期財務諸表のレビュー手続きは完了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は
様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無

② ①以外の会計方針の変更   ：  無

③ 会計上の見積りの変更   ：  無

④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年12月期1Q 96,382 株 23年12月期 96,382 株

② 期末自己株式数 24年12月期1Q 832 株 23年12月期 832 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年12月期1Q 95,550 株 23年12月期1Q 61,568 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結累計期間（平成24年１月１日～平成24年３月31日）における我が国経済は、欧州債務危機が一

旦は回避される見通しとなり、円高傾向も一服するなど、僅かではありますが景気回復の兆しが見受けられまし

た。しかしながら、原油価格の高騰や消費税増税の動きなど、依然として先行不透明な状態が続いております。 

当社グループが属する不動産業界におきましては、首都圏のマンション契約率が引き続き高水準を維持してお

り、不動産市況は概ね回復基調の傾向が続いております。 

このような事業環境のもと、当社グループは賃貸マンションの家賃管理業務を中心とした不動産管理事業を事業

領域の中心に据え、厳格なコスト管理及びサービスの一層の向上を図り、安定的な利益獲得に努めました。さら

に、今後の業容拡大のための海外投資家へ投資用不動産を紹介する事業の情報収集及び業務フローの確立を積極的

に行ってまいりました。 

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は267百万円（前年同四半期比86.0％減）、営業利益35百万円

（前年同四半期は116百万円の営業損失）、経常利益23百万円（前年同四半期は129百万円の経常損失）、四半期純

利益22百万円（前年同四半期は171百万円の四半期純損失）となりました。 

  

（不動産販売事業） 

当第１四半期連結累計期間は竣工・販売する物件がなく、売上高は計上できず（前年同四半期は1,678百万円の

売上）、営業損失１百万円（前年同四半期は99百万円の営業損失）となりました。 

（不動産管理事業） 

厳格なコスト管理に努め、売上高は118百万円（前年同四半期比6.0％増）、営業利益は65百万円（前年同四半期

比19.3％増）となりました。 

（不動産賃貸事業） 

高収益の販売用賃貸マンションを前連結会計年度に売却し、利幅が薄いサブリース物件が増加したことなどか

ら、売上高は97百万円（前年同四半期比5.3％増）、営業利益は12百万円（前年同四半期比56.1％減）となりまし

た。 

（不動産仲介事業） 

積極的な営業活動が功を奏し、売上高は39百万円（前年同四半期比150.6％増）、営業利益は16百万円（前年同

四半期比2014.8％増）となりました。 

（その他の事業） 

主にビジネスホテルファンド１物件の運営により、売上高は12百万円（前年同四半期比12.5％減）、営業利益は

２百万円（前年同四半期は１百万円の営業損失）となりました。 

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

（資産、負債及び純資産） 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ71百万円減少し、2,094百万円となりまし

た。これは主に受取手形及び売掛金が回収により60百万円減少したことによるものであります。 

また、当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ93百万円減少し、2,030百万円とな

りました。これは主に有利子負債が返済により39百万円減少したこと及び未払消費税等が39百万円減少したことに

よるものであります。 

当第１四半期連結会計期間末の純資産については、前連結会計年度末に比べ22百万円増加し、64百万円となりま

した。これは主に四半期純利益22百万円の計上によるものであります。 

     

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成24年12月期の業績予想につきましては、平成24年２月16日に公表いたしました「平成23年12月期決算短信」

における業績予想から変更はありません。 

なお、実際の業績等は、業況の変化などにより予想数値と異なる可能性があります。 

   

１．当四半期決算に関する定性的情報



（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

     

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

     

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

該当事項はありません。 

     

（４）追加情報 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（所有目的の変更） 

ファンド事業の投資収益を獲得する資産として、固定資産の投資その他の資産における投資不動産に計上して

おりました建物405,707千円、土地72,882千円をファンドの信託期間が満了したことに伴い、販売目的の資産とし

て販売用不動産に振替えております。 

  

  

  

当社グループは、前連結会計年度（平成23年12月期）におきまして、営業損失294百万円（前々連結会計年度は営

業損失247百万円）、経常損失444百万円（前々連結会計年度は経常損失443百万円）を計上しております。 

よって当該状況により、当社グループには継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在し

ております。 

当社グループは当該状況を解消するため、以下の対応を進めております。 

（収益基盤のさらなる強化・拡充） 

安定した収益が見込める「グリフィンシリーズ」に係る不動産管理事業等を基幹事業と位置付け、経営資源の集中

やコスト管理の徹底により、収益基盤をさらに強化・拡充してまいります。 

（不動産販売事業の継続） 

投資用マンション事業におきまして、事業規模は従来から大幅に縮小することとなるものの、今後も年間１、２棟

の投資用マンションを供給し、これにより不動産管理事業の維持・拡大をしてまいります。当連結会計年度（平成24

年12月期）におきましては、１棟43戸の供給を予定しております。販売方法といたしましては、電話営業による戸別

販売は行わず、事業法人への１棟販売、さらには国内外のファンドや個人富裕層にも販路を求め、販売活動を行って

まいります。 

また、平成25年12月期以降につきましては、建設会社等の事業パートナーの協力を得ながら、買戻し方式や共同事

業方式等の省資金型事業スキームを活用した投資用マンションの開発を行っていく予定であります。 

（財務基盤のさらなる改善） 

当社グループは、大きく毀損した自己資本の回復を図るため、平成23年12月19日に資本提携契約の締結先の１社で

ある思源国際発展有限公司を割当先とする第三者割当増資を行い、149百万円を調達いたしました。しかし、これは

債務超過リスクを減少するための必要最小限の金額であり、自己資本比率を回復させ、また、新たな収益獲得のため

の事業資金が依然として必要であります。そのため、様々な資金調達方法を検討してまいります。 

（資本提携先との事業協力による収益拡大） 

当社グループは、資本提携契約の締結先の１社である上海徳威企業発展有限公司を中心とした徳威グループとの事

業協力により、中国の個人投資家へ日本の投資用不動産を紹介する売買仲介事業の拡大及び取り扱った物件の賃貸管

理を受託することで不動産管理事業の拡大を図ることを検討してまいります。 

上記の対応策のうち、「収益基盤のさらなる強化・拡充」につきましては、全社的なコストと不動産管理事業等の

各セグメントの原価コストの双方において管理を徹底したことが功を奏し、当第１四半期連結累計期間において営業

利益35百万円、経常利益23百万円を計上するなど、その効果が確実に表れております。また、人員配置を見直し、横

浜エリアの不動産賃貸市況の把握・分析に重点を置くなど、不動産仲介事業の質の向上に努めた結果、不動産仲介事

業の売上増加につながったことも収益改善の後押しとなっております。当社グループの主力事業である不動産管理事

業は市況や季節による変動は少なく、当第１四半期連結累計期間と同様の収益を通期においても継続して計上するこ

２．サマリー情報（その他）に関する事項

３．継続企業の前提に関する重要事象等の概要



とが十分見込まれるものと判断しております。「不動産販売事業の継続」につきましては、第４四半期連結会計期

間に売上を計上する予定の投資用マンションの販売先の絞り込みを行う段階まで来ており、順調に進んでおります。

「財務基盤のさらなる改善」、「資本提携先との事業協力による収益拡大」につきましても、資本提携先である上海

徳威企業発展有限公司との協議を継続的に行っており、あらゆる可能性を検討しております。 

従いまして、当社グループの収益基盤及び財務基盤は安定的な状態に移行しつつあり、継続企業の前提に関する重

要な不確実性は認められないものと判断し、四半期連結財務諸表の注記には記載をしておりません。   



４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 433,478 411,390

受取手形及び売掛金 114,719 54,684

商品及び製品 4,213 4,303

販売用不動産 － 486,521

仕掛販売用不動産 184,098 188,171

原材料及び貯蔵品 2,850 2,610

その他 80,908 83,406

貸倒引当金 △63,714 △60,601

流動資産合計 756,553 1,170,486

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 30,294 30,294

減価償却累計額 △15,825 △16,342

建物及び構築物（純額） 14,469 13,951

車両運搬具 1,537 1,537

減価償却累計額 △1,537 △1,537

車両運搬具（純額） － －

工具、器具及び備品 45,607 46,755

減価償却累計額 △44,559 △44,719

工具、器具及び備品（純額） 1,048 2,036

土地 12,451 12,451

リース資産 11,113 11,113

減価償却累計額 △4,445 △5,001

リース資産（純額） 6,668 6,112

有形固定資産合計 34,637 34,551

無形固定資産   

その他 1,306 1,206

無形固定資産合計 1,306 1,206

投資その他の資産   

投資有価証券 143 191

長期貸付金 4,933 4,897

繰延税金資産 5,010 4,974

投資不動産 1,562,576 995,757

減価償却累計額 △249,875 △164,996

投資不動産（純額） 1,312,701 830,760

その他 55,660 52,525

貸倒引当金 △4,790 △4,792

投資その他の資産合計 1,373,659 888,557

固定資産合計 1,409,602 924,316

資産合計 2,166,156 2,094,803



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,622 17,980

短期借入金 907,600 878,400

1年内返済予定の長期借入金 214,063 204,063

預り金 303,917 288,247

未払法人税等 4,266 1,743

未払消費税等 44,889 5,506

賞与引当金 － 1,518

その他 180,086 188,509

流動負債合計 1,670,445 1,585,968

固定負債   

退職給付引当金 15,697 15,444

長期預り保証金 419,451 416,060

その他 18,609 13,126

固定負債合計 453,757 444,631

負債合計 2,124,203 2,030,599

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,146,418 1,146,418

資本剰余金 1,121,858 1,121,858

利益剰余金 △2,126,284 △2,104,082

自己株式 △99,912 △99,912

株主資本合計 42,079 64,282

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △126 △78

その他の包括利益累計額合計 △126 △78

純資産合計 41,953 64,203

負債純資産合計 2,166,156 2,094,803



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 1,913,059 267,602

売上原価 1,769,429 154,643

売上総利益 143,629 112,958

販売費及び一般管理費 259,866 77,382

営業利益又は営業損失（△） △116,236 35,576

営業外収益   

受取手数料 750 －

融資手数料戻り 6,495 －

債務勘定整理益 4,393 －

貸倒引当金戻入額 － 3,114

その他 2,366 751

営業外収益合計 14,005 3,866

営業外費用   

支払利息 27,396 11,871

支払手数料 － 3,967

その他 73 221

営業外費用合計 27,469 16,060

経常利益又は経常損失（△） △129,700 23,382

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,473 －

固定資産売却益 1,780 －

受取和解金 2,000 －

その他 22 －

特別利益合計 5,277 －

特別損失   

固定資産除却損 172 －

減損損失 － 850

事業構造改善費用 20,829 －

事業構造改善引当金繰入額 16,456 －

特別損失合計 37,459 850

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△161,883 22,532

法人税、住民税及び事業税 873 294

法人税等調整額 8,630 35

法人税等合計 9,503 329

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△171,387 22,202

少数株主利益 － －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △171,387 22,202



（四半期連結包括利益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△171,387 22,202

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1 48

その他の包括利益合計 △1 48

四半期包括利益 △171,388 22,250

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △171,388 22,250



該当事項はありません。 

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                               （単位：千円） 

 （注）１.「その他」の区分には、ファンド事業、貸金業、設計監理事業等が含まれております。 

    ２.セグメント利益又はセグメント損失の調整額△98,930千円は、各セグメントに配分していない全社費用で

あります。 

    ３.セグメント利益又はセグメント損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整しており

ます。 
  
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

     該当事項はありません。 

   

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年１月１日 至 平成24年３月31日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                               （単位：千円） 

 （注）１.「その他」の区分には、ファンド事業、貸金業、設計監理事業等が含まれております。 

    ２.セグメント利益又はセグメント損失の調整額△59,860千円は、セグメント間取引消去△1,600千円、各セ

グメントに配分していない全社費用△58,260千円であります。 

    ３.セグメント利益又はセグメント損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しております。 
  
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

     該当事項はありません。    

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報等

  報告セグメント  

  

その他 

（注）１

  

 合計  

  

 調整額 

（注）２ 

  

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）３ 

  

不動産販売

事業 

  

不動産管理

事業 

  

不動産賃貸

事業 

  

不動産仲介

事業 

  

計 

  

 売上高                   

外部顧客への売上高  1,678,939  111,836  92,924  15,637 1,899,338 13,720  1,913,059  － 1,913,059

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  － － － － －  －  － －

 計  1,678,939  111,836  92,924  15,637 1,899,338 13,720  1,913,059  － 1,913,059

セグメント利益又はセ

グメント損失（△） 
 △99,284  54,669  28,253 794 △15,567 △1,738  △17,305  △98,930 △116,236

  報告セグメント  

  

その他 

（注）１

  

 合計  

  

 調整額 

（注）２ 

  

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）３ 

  

不動産販売

事業 

  

不動産管理

事業 

  

不動産賃貸

事業 

  

不動産仲介

事業 

  

計 

  

 売上高                   

外部顧客への売上高  －  118,584 97,824 39,190 255,600 12,002  267,602  － 267,602

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  1,600 － － 1,600 －  1,600  △1,600 －

 計  －  120,184 97,824 39,190 257,200 12,002  269,202  △1,600 267,602

セグメント利益又はセ

グメント損失（△） 
 △1,699  65,225 12,415 16,811 92,753 2,683  95,436  △59,860 35,576



該当事項はありません。   

   

   

該当事項はありません。   

   

   

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（６）重要な後発事象
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